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　　　　　1. 送信者がメッセージの送信においてDe-Mail法 4条 1項 2文の意味におい








































































士私書箱（ein besonderes elektronisches Anwaltspostfach）を弁護士に提供している。た
だしこの特別の弁護士私書箱は、本稿執筆の時点では、エンドツーエンド暗号化
（E 2 EE）がなされているわけではないようである。
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Efficienz, FS Vorwerk, S.79, 80; Greger, MDR 2019, S.3429, 3431. 大規模事件との関係
でかかる主張をする論稿として、Vorwerk, Struktuiertes Verfahren im Zivilprozess, NJW 
2017, S.2326. また、先述したベンダーも1990年代に、同様に裁判官執務の効率性に
不満を述べている（Schneller/Bender, Der elektronische gestützte Zivilprozeß－Das “Neue 
Stuttgarter Modell”, DRiZ 1993, S.97 ff.）。
71　EU-Justizbarometer 2017; Justiz werden effektiver. 同 報 告 書 は、 https://ec.europa.eu/
commission/presscorner/detail/de/IP_17_890で閲覧できる（最終閲覧日：2020年 6月17
日）。
72　また、Greger, MDR 2019, S.3429, 3431によれば、地裁で新たに提起された訴えが控
訴審判決に至るまで平均32か月かかり、このうち 4年以上かかる事件が12％を占め
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ものであった。この点につき、Schneller/Bender, DRiZ 1993, S.97, 104ff参照。また消
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2016, S.128fを参照。
93　Effer-Uhe, MDR 2019, S.69, 73.
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いる旨の報告がある（Zwickel, Die digitale Strukturierung und inhaltliche Einschließung, 
S.179,196参照）。このソフトウェアについては、http://www.normfall.deを参照（最終
閲覧日:2020年 6月17日）。
102 二 3 ( 2 )を参照。




















104 Greger, MDR 2019, S. 3439, 3441は、このような発想から、区裁判所でのオンライン
少額訴訟を提案している。
105 Köbler, AnwBl Online 2018, S. 399, 400.
106 この点については、拙稿・金沢61巻 2号197頁、216頁以下も参照。
107 Vgl. Effer-Uhe, MDR 2019, S.69, 70.
108 Hirtz, Die Zukunft des Zivilprozesses, NJW 2014, S. 2525, 2531.
109 Greger, Kooperation als Prozesmaxime, Gottwald/Greger/Prütting (Hrsg.), Dogmatische 
Grundfragen des Zivilprozesses im geeinten Europa, 2000, S. 77; Rosenberg/Schwab/
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111 この点を指摘する文献として、Zwickel, Die digitale Struckturierung und inhaltliche 
Einschließung, S. 183; Effer-Uhe, MDR 2019, S.69, 72.
112 Vgl. Effer-Uhe, MDR 2019, S.69, 72. この点は手続を一部自動化し、入力領域に必要事
項が入力されているかを自動的に審査する方途を開いた場合には、より問題が顕在
化しうる。
113 Gaier, JurPC Web-Dok. 133/2015, Abs. 16; Effer-Uhe, MDR 2019, S.69, 72; Zwickel, Die 






















































頭においているようであるが（Adolphsen, Zivilprozessrecht, 5.Aufl. § 9  Rn. 29）、大
規模訴訟で早期第一回期日が用いられることもあるようである。この場合、大量
の主張書面が提出されることから、主張が構造化される必要性が大きい（Vgl. Lotz, 




































（三 2 ( 2 )(2)参照）。この点、争点整理をするうえで、対象となる事実を最初か
ら絞り込みすぎることは、事案によっては真の争点を確定するうえで必ずしも
適切とはいえない。したがって、訴えにかかわる生活事実関係をベースに入力
フィールドへの入力を義務づける理解が適切であろう。そのような形で主張の
構造化をすれば、電子データ処理プログラムを用いて暫定的争点整理表を作成
することが可能となる。これが実現すれば、裁判官はより短時間でよりよく事
案を把握し、口頭議論に際して、当事者により適切な情報提供が可能となり、
議論の活性化が期待できる。また、口頭議論の結果を暫定的争点整理表に反映
させるようにすれば、裁判所・当事者双方との間での争点整理の結果について
の認識の齟齬を小さくすることにもつながるのではないだろうか120。このよう
な意味で、ITに支援された争点整理は、弁論準備手続に期待される本来の機能
を回復するうえで有用であるように思われる121。
　もっとも、生活事実関係をベースに入力フィールドへの入力を義務づけると
しても、入力に際し当事者には一定の法的理解が必要である。それゆえドイツ
では、本人訴訟における当事者に主張の構造化を義務付けることが許されるの
かが問題とされている122（三 3 (2)）。この点は、入力フィールドに適切に必要
な事実を入力することが当事者には難しいという意味では、わが国でも基本的
には同じことがいえる。ところで、たとえば弁論準備手続においても口頭で適
120 山本(和)・高橋古稀・785頁以下では、弁論準備手続が本来想定された機能を果たし
ていない理由として、裁判官の心証開示が不十分であるため、口頭での議論が活性
化しないこと、弁論準備手続の結果が明確化されないため、これを真剣に行う意欲
が関係者から削がれていることなどをあげている。ITに支援された争点整理はこれ
らの問題への対応策ともなりうるのではないだろうか。
121 争点整理における口頭議論の重要性については、たとえば、山本和彦編『民事訴訟
の過去・現在・未来』（2005・日本評論社）101頁〔那須耕平発言〕を参照。
122 構造化準則を厳格に理解する場合は、なお一層問題は顕在化する。
140　金沢法学63巻 1号（2020）
論　説
切に整理された主張をするには、本来、当事者に一定の法的理解が必要である
はずであり、この点はすでに本人訴訟における争点整理の現在問題としても指
摘されている123。それゆえ、本人訴訟において陳述の構造化を義務づけるので
あれば、本人に対する法的サポートも必須であるが、この問題はITによって支
援された民事訴訟に特有の問題というわけではなく、むしろ本人訴訟そのもの
が抱える問題ということができる。したがって、民事訴訟のIT化を契機として
本人訴訟のあり方をいま一度考察する必要があるように思われる。
(c)　電子データ処理プログラムに支援された民事訴訟の実現には、まだ幾分
の時間を要するかもしれない。しかし、将来的にITの特性を最大限活用した民
事訴訟の実現を模索するのであれば、当事者にコンピュータへ一定の形式で自
らの主張を入力することを要求した場合に生じうる問題を予め考察しておくこ
とは重要である。かかる観点から民事訴訟のIT化をみたとき、デジタル・デバ
イドを解消するための技術面での本人サポートはもちろん必要であるが、法的
側面での本人サポートの重要性も看過すべきでない。弁護士強制主義を採用す
ることが現実的ではないとすれば124、「本人訴訟支援センター」のようなシステ
ムを設ける125ことが重要ではないだろうか。
123 本人訴訟が争点整理手続の桎梏となっている点を指摘する文献として、伊藤眞「シ
ンポジウム基調講演　市民が求める民事裁判を目指して」判タ1455号（2019）35頁以
下がある。
124 伊藤・判タ1455号・36頁は、当面の立法課題とはなりえないという。
125 民事訴訟のIT化の文脈においてではないが、このような構想を主張する文献として、
遠藤賢治「本人訴訟における審理手続と本人への支援のあり方」判時2287号（2016）
5頁、 9頁がある。傾聴に値する。それが難しければ、いくら効用が認められよう
とも、本人訴訟で、本人に主張の構造化を求めることはできないだろう。
